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A. 調査要領

特別アンケート 企業行動に関する意識調査結果 ２０１８年６月（大企業）

Ⅰ．調査時期：2018年6月25日（月）を期日として実施。

Ⅱ．調査対象：2017・2018・2019年度 設備投資計画調査の対象企業
(資本金10億円以上の大企業）

対 象
回答状況※

(回答率) 製造業 非製造業

大企業（資本金10億円以上） 3,240社
1,220社

（37.7％）
516社 704社

※回答社数は１問でも有効回答があった企業。
各設問毎の回答社数は上記を下回るものが多い。

Ⅲ．調査項目

１．国内固定資産投資の動向、設備の現況

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）「広義の投資」全般

（２）海外設備投資、事業活動状況

（３）研究開発の取り組み

（４）人的投資、人材確保・育成の取り組み、人手不足の状況

（５）ソフトウェア投資、ビッグデータ、ＡＩの活用

（６）Ｍ＆Ａへの取り組み

３．成長市場開拓の取り組み

４．ＥＳＧへの取り組み



１－１．国内固定資産投資の動向、設備の現況
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Ｂ. 調査結果

図表1-1 2017年度国内設備投資の実績が当初計画を下回った理由

（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①足元の収益下振れ

②工期の遅れ

③資金調達環境の悪化

④一部を子会社設備投資に計上

⑤事業の先行き不透明感増大

⑥中長期的な期待収益率の下振れ

⑦主要顧客の要請による計画変更

⑧設備投資内容の精査、無駄の見直しなど
によるコストカット

⑨当初計画には実施不確定な設備投資
も含まれていた

⑩工事費高騰に伴う縮小、取りやめ

⑪実績は当初計画を下回らず

⑫その他
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１．足元の収益下振れ

２．工期の遅れ

３．資金調達環境の悪化

４．一部を子会社設備投資に計上

５．事業の先行き不透明感増大

６．中長期的な期待収益率の下振れ

７．主要顧客の要請による計画変更

８．設備投資内容の精査、無駄の見直しなどによるコストカット

９．計画には実施不確定な設備投資も含まれていた

10．工事費高騰に伴う縮小、取りやめ

11．実績は当初計画を下回らず

12．その他（ ）

全産業【958社】

製造業【414社】

非製造業【544社】



図表1-2-1 国内生産・営業拠点の設備の現況についての認識
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老朽拠点の
整理・縮小が必要
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行き届き、生産・
供給能力も充足

能力増強設備
が必要
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１－２．国内固定資産投資の動向、設備の現況

（構成比、％）

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①業績改善により投資余力が拡大

②稼働率上昇で、
維持・補修投資の必要性が上昇

③投資サイクル的に大規模修繕や法定点検
が増加する時期に来ているため

④設備の老朽化・陳腐化で維持・補修投資
の必要性が上昇

⑤国内生産を「縮小」から「維持」の方針
に転換したため

⑥耐震化等、BCP対応を強化しているため

⑦その他

図表1-2-2 維持・補修投資増加の背景
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１．業績改善により投資余力が拡大

２．稼働率上昇で、維持・補修投資の必要性が上昇

３．投資サイクル的に大規模修繕や法定点検が増加する時期に来ているため

４．設備の老朽化・陳腐化で維持・補修投資の必要性が上昇

５．国内生産を「縮小」から「維持」の方針に転換したため

６．耐震化等、BCP対応を強化しているため

７．その他

全産業【935社】

製造業【406社】

非製造業【529社】



図表1-3 人手不足対応の投資に対する投資動機の分類方法
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１－３．国内固定資産投資の動向、設備の現況

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①能力増強投資に分類

②新製品・製品高度化投資に分類

③研究開発投資に分類

④維持・補修投資に分類

⑤全て合理化・省力化投資に分類

⑥その他
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全産業【950社】

製造業【426社】

非製造業【524社】



図表2-(1)-1 「広義の投資」の優先度
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（構成比、％）

（注）優先順に３つまでの複数回答

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）－１ 「広義の投資」全般
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（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①米国景気悪化

②中国景気悪化

③米トランプ政権の保護主義の先鋭化

④日本や欧米等での金融引き締め

⑤原油等、資源価格の急変動

⑥為替の急変動

⑦資産バブル崩壊を発端とする金融危機

⑧東京オリパラ関連需要の反動減

⑨日本の消費税率引き上げ

⑩中東や東アジアの地政学リスク

⑪分からない、特にない

⑫その他

図表2-(1)-2 事業における政治経済のリスク

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）－２ 「広義の投資」全般
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９．日本の消費税率引き上げ

10．中東や東アジアの地政学リスク

11．分からない、特にない

12．その他

全産業【1175社】

製造業【505社】

非製造業【670社】
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（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①投資抑制などによる財務体質強化

②現預金の積み増し

③他社との資本提携や事業提携

④事業拠点分散、事業多角化

⑤不採算事業からの撤退、
事業の選択と集中

⑥生産や受注の平準化

⑦保険や先物等、金融手法による備え

⑧特になし

⑨その他

図表2-(1)-3 リスクに対する備え

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）－３ 「広義の投資」全般
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４．事業拠点分散、事業多角化

５．不採算事業からの撤退、事業の選択と集中

６．生産や受注の平準化

７．保険や先物等、金融手法による備え

８．特になし

９．その他

全産業【1113社】
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非製造業【635社】



増加 維持 縮小
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－１ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-1-1 製造業 国内および海外の生産能力の見通し（向こう３年程度）

国 内

図表2-(2)-1-2 製造業 国内および海外の生産能力の見通し（10年先）

製造業全体

①うち化学

②うち鉄鋼および
非鉄金属

③うち一般機械
および精密機械

④うち電気機械

⑤うち輸送用機械

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持 縮小

（注）国内、海外の両方で生産活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。

（注）国内、海外の両方で生産活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。
10年先について未回答の企業もあるため、３年程度先とは回答社数が異なる。
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増加 維持 縮小
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－２ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-2-1 製造業 国内および海外の研究開発活動の見通し（向こう３年程度）

国 内

図表2-(2)-2-2 製造業 国内および海外の研究開発活動の見通し（10年先）

製造業全体

①うち化学

②うち鉄鋼および
非鉄金属

③うち一般機械
および精密機械

④うち電気機械

⑤うち輸送用機械

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持

（構成比、％） （構成比、％）
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（注）国内、海外の両方で研究開発活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。

（注）国内、海外の両方で研究開発活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。
10年先について未回答の企業もあるため、３年程度先とは回答社数が異なる。
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－３ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-3-1 製造業 海外での設備投資動機（2017年度）

図表2-(2)-3-2 製造業 国内外の生産能力
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【回答社数：383社】

国内が２倍以上大きい 国内がやや大きい(２倍～1.5倍)

海外が２倍以上大きい 海外がやや大きい(２倍～1.5倍)

大きな差はない(1.5倍以内)

図表2-(2)-3-3 製造業 中長期的に海外の研究開発活動が増加する背景

（構成比、％）
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その他

（注）海外の研究開発活動が増加すると回答した企業のみ集計
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－４海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-4-1 非製造業 海外事業への取り組み方針

（構成比、％）

図表2-(2)-4-2 非製造業 海外事業への取り組み方針の理由
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8

海外を強化する企業【143社】 海外を縮小する企業【11社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－１ 研究開発の取り組み

図表2-(3)-1-1 製造業 研究開発費の対売上高比の傾向

（構成比、％）

大幅に上昇 やや上昇 あまり変わらない やや低下 大幅に低下

図表2-(3)-1-2 製造業 研究開発費の増加項目

①研究所建物、設備の新設・増設費

②研究所建物、設備の維持・補修費

③研究の原材料費

④研究員の人件費

⑤その他

（構成比、％）

5 26 61 8 1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

【回答社数：482社】

35 

5 

15 

38 

7 

0 10 20 30 40 50

研究所建物、設備の新設・増設費

研究所建物、設備の維持・補修費

研究の原材料費

研究員の人件費

その他 【回答社数：143社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－２ 研究開発の取り組み

図表2-(3)-2-1 製造業 オープンイノベーション等の外部リソースの活用機会

（構成比、％）

図表2-(3)-2-2 製造業 オープンイノベーション等を行う際の連携先

（構成比、％）

①国内の大企業（同業）

②国内の大企業（異業種）

③国内の中小・ベンチャー企業

④国内の大学・研究機関

⑤海外の企業

⑥海外の大学・研究機関

増えている 変わらない 減っている 活用していない

35 41 1 22 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

【回答社数：470社】

10 

6 

4 

75 

4 

1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

【回答社数：363社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－３ 研究開発の取り組み

図表2-(3)-3-1 製造業 オープンイノベーション等を行う際の目的

図表2-(3)-3-2 製造業 オープンイノベーション等を行う際の課題

（構成比、％）

①提携先の開拓・ソーシング

②自社技術の流出

③開発成果の帰属

④提携先の技術・
研究レベルや信用力

⑤効果の検証やKPIの設定

⑥その他

（構成比、％）

①研究開発のスピード向上

②将来実現が期待される
技術開発への布石

③研究開発のコスト削減

④相手先の技術や知財の活用

⑤その他

22 

34 

4 

39 

1 

0 10 20 30 40 50

【回答社数：358社】

32 

12 

16 

16 

23 

2 

0 5 10 15 20 25 30 35

【回答社数：354社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－１ 人的投資、人材確保・育成の取り組み、人手不足の状況

図表2-(4)-1 働き方改革、従業員待遇改善のための取り組み

（有効回答社数比、％）

①給与引き上げ
（ベースアップ）

②賞与の増額

③残業抑制策の導入

④在宅勤務など
柔軟な働き方の導入

⑤定年延長、
高齢者再雇用制度の導入

⑥同一労働同一賃金

⑦副業の容認

⑧福利厚生の充実

⑨特に行っていない

⑩その他

（注）３つまでの複数回答

43 

19 

54 

17 

45 

2 

1 

19 

9 

3 

48 

20 

58 

19 

51 

2 

1 

18 

6 

2 

40 

19 

52 

15 

41 

2 

1 

20 

10 

3 

0 10 20 30 40 50 60 70

１．給与引き上げ（ベースアップ）

２．賞与の増額

３．残業抑制策の導入

４．在宅勤務など柔軟な働き方の導入

５．定年延長、高齢者再雇用制度の導入

６．同一労働同一賃金

７．副業の容認

８．福利厚生の充実

９．特に行っていない

10．その他

全産業【1188社】

製造業【498社】

非製造業【690社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－２ 人的投資、人材確保・育成の取り組み、人手不足の状況

図表2-(4)-2 生産性向上などのために実施する人事上の施策や人的投資の取り組み

（有効回答社数比、％）

①研修目的を含む
海外への派遣機会増

②女性管理職比率の向上

③障害者雇用比率の向上

④社員へのリカレント教育

⑤非正規社員の
正社員登用機会増

⑥選抜された社員への
重点的な研修

⑦定年延長等、
ベテランの活躍促進策

⑧有給休暇や育児休暇等の
取得推進

⑨若手へのOFF-JT研修の増加

⑩若手へのOJT強化、
メンター指名等

⑪その他

（注）３つまでの複数回答

15 

23 

8 

5 

21 

23 

30 

56 

14 

22 

3 

20 

25 

9 

4 

19 

29 

34 

57 

13 

22 

1 

10 

22 

8 

5 

23 

19 

28 

55 

15 

22 

4 

0 10 20 30 40 50 60

１．研修目的を含む海外への派遣機会増

２．女性管理職比率の向上

３．障害者雇用比率の向上

４．社員へのリカレント教育

５．非正規社員の正社員登用機会増

６．選抜された社員への重点的な研修

７．定年延長等、ベテランの活躍促進策

８．有給休暇や育児休暇等の取得推進

９．若手へのOFF-JT研修の増加

10．若手へのOJT強化、メンター指名等

11．その他

全産業【1140社】

製造業【485社】

非製造業【655社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－３ 人的投資、人材確保・育成の取り組み、人手不足の状況

図表2-(4)-3 人的投資、人材育成の課題

（有効回答社数比、％）

①効果の検証やKPIの設定が困難

②育成、投資した人材の離職

③投資候補となる人材の不足

④指導役となる中堅、
ベテラン社員の不足

⑤必要とする人材の変化、
多様化への対応

⑥社員のダイバーシティに
対応した人材育成

⑦業務繁忙により
育成の余裕が不足

⑧その他

（注）２つまでの複数回答

16 

27 

15 

28 

31 

13 

40 

2 

17 

24 

16 

29 

34 

17 

39 

1 

15 

30 

14 

27 

30 

10 

40 

3 

0 10 20 30 40 50 60

１．効果の検証やKPIの設定が困難

２．育成、投資した人材の離職

３．投資候補となる人材の不足

４．指導役となる中堅、ベテラン社員の不足

５．必要とする人材の変化、多様化への対応

６．社員のダイバーシティに対応した人材育成

７．業務繁忙により育成の余裕が不足

８．その他

全産業【1133社】

製造業【484社】

非製造業【649社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－４ 人的投資、人材確保・育成の取り組み、人手不足の状況

図表2-(4)-4 非製造業 人手不足を受けた人件費の動向（前年比）

（構成比、％）

大幅に上昇して
いる

非製造業合計

うち電力・ガス

うち建設

うち不動産

うち卸売・小売

うち運輸

うち通信･情報

うちサ－ビス

やや上昇してい
る

変化なし・
影響はない

5 

0 

1 

1 

10 

5 

4 

7 

46 

16 

60 

36 

51 

49 

45 

63 

49 

84 

38 

63 

39 

46 

51 

30 

0 20 40 60 80 100

【680社】

【55社】

【68社】

【101社】

【148社】

【152社】

【77社】

【57社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－５ 人的投資、人材確保・育成の取り組み、人手不足の影響

図表2-(4)-5 非製造業 人件費上昇の販売価格への転嫁状況

（構成比、％）

十分に転嫁して
いる

非製造業合計

うち電力・ガス

うち建設

うち不動産

うち卸売・小売

うち運輸

うち通信･情報

うちサ－ビス

あまり転嫁して
いない

全く転嫁してい
ない

（注）人手不足を受けて人件費が上昇と回答した企業のみで集計

6 

22 

15 

5 

3 

6 

0 

3 

48 

22 

65 

51 

47 

48 

24 

54 

47 

56 

20 

43 

49 

46 

76 

44 

0 20 40 60 80 100

【345社】

【9社】

【40社】

【37社】

【91社】

【82社】

【38社】

【39社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－６ 人的投資、人材確保・育成の取り組み、人手不足の状況

図表2-(4)-6-1 非製造業 人件費上昇を販売価格に転嫁しない背景

（有効回答社数比、％）（注）人件費上昇を販売価格にあまり転嫁していない、
全く転嫁していないと回答した企業のみを集計
２つまでの複数回答

①需要の減少が見込まれるため

②価格規制が存在するため

③省力化投資や業務効率化などで
コスト上昇を吸収しているため

④サービス内容や量の絞り込みなどで
対応しているため

⑤その他

図表2-(4)-6-2 非製造業 人手不足の事業展開への影響

（構成比、％）

事業展開における
制約となる

事業展開における
制約にはならない

45 

12 

40 

22 

10 

0 10 20 30 40 50

【回答者社数：316社】

59 

73 

41 

27 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

足元【658社】

３年後【653社】



図表2-(5)-1-2 ビッグデータ、ＡＩの活用

22

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（５）－１ ソフトウェア投資、ビッグデータ、ＡＩの活用

図表2-(5)-1-1 ソフトウェア投資に対する支出の傾向

（構成比、％）

（構成比、％）

9 

9 

10 

71 

74 

69 

16 

16 

16 

3 

1 

5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【1143社】

製造業【479社】

非製造業【664社】

大幅に増加 やや増加 やや減少 大幅に減少

5 

6 

5 

23 

28 

19 

38 

43 

35 

34 

24 

41 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【1168社】

製造業【486社】

非製造業【682社】

活用している 活用を検討している

活用予定はないが、社内的な関心が高まっている 活用予定はなく、関心も高まっていない
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（５）－２ ソフトウェア投資、ビッグデータ、ＡＩの活用

図表2-(5)-2-2 ビッグデータ、ＡＩ活用の具体例

製
造
業

• 生産自動化、効率化（化学、非鉄金属、一般機械、電気機械）
• 生産データの分析（化学、非鉄金属）
• 品質管理（化学、一般機械、輸送用機械）
• 需要予測（窯業・土石、その他製造業）
• ＲＰＡ、経理業務等、社内事務作業の自動化

（化学、一般機械、その他製造業）
• 顧客問い合わせ対応（化学）

非
製
造
業

• 設計業務での応用（建設）
• 発電所の運転支援（電力）
• 物流施設の効率化等（運輸、建設）
• 市況、需要予測（運輸、卸売）
• ＲＰＡ、経理業務等、社内事務作業の自動化

（運輸、建設、小売、不動産）
• 顧客問い合わせ対応、音声認識（運輸、電力、卸売、サービス）

図表2-(5)-2-1 ビッグデータ、ＡＩ活用の用途

（構成比、％）

①生産・営業現場での活用

②マーケティングでの活用

③人事、経理など
社内管理部門での活用

④その他

54 

12 

23 

11 

65 

5 

18 

12 

43 

19 

28 

10 

0 10 20 30 40 50 60 70

１．生産・営業現場での活用

２．マーケティングでの活用

３．人事、経理など社内管理部門での活用

４．その他

全産業【322社】

製造業【162社】

非製造業【160社】



全産業

製造業

非製造業
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（６）－１ Ｍ＆Ａへの取り組み

図表2-(6)-1-1 Ｍ＆Ａの実施状況

（回答総数比、％）

図表2-(6)-1-2 Ｍ＆Ａに対するスタンス

（構成比、％）

全産業

国内買収

海外買収

事業売却

製造業

国内買収

海外買収

事業売却

非製造業

国内買収

海外買収

事業売却

10 

11 

10 

10 

10 

12 

7 

8 

11 

12 

4 

5 

3 

4 

4 

6 

2 

3 

2 

2 

4 

4 

1 

1 

0 5 10 15 20 25 30

2016年度

2017年度

2016年度

2017年度

2016年度

2017年度

買収（国内）

買収（海外）

事業売却（国内）

事業売却（海外）

7 

5 

0 

5 

7 

1 

8 

3 

0 

37 

24 

11 

38 

32 

13 

36 

18 

9 

16 

14 

19 

22 

19 

24 

12 

11 

15 

40 

56 

70 

35 

42 

62 

44 

68 

76 

0 20 40 60 80 100

【958社】

【941社】

【923社】

【423社】

【424社】

【414社】

【535社】

【517社】

【509社】

非常に積極的 やや積極的(案件次第で検討)   あまり積極的ではない 積極的ではない
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（６）－２ Ｍ＆Ａへの取り組み

図表2-(6)-2 他の投資の代替としての事業買収の活用

（有効回答社数比、％）（注）該当するものを全て回答

①工場新増設等、設備取得のための買収
（固定資産投資）

②知財・技術取得のための買収
（研究開発投資）

③人材獲得のための買収
（人的投資）

④相手先のシステム取得のための買収
（ソフトウェア投資）

62 

41 

25 

7 

66 

48 

16 

5 

0 10 20 30 40 50 60 70

１．工場新増設等、設備取得のための買

収（固定資産投資）

２．知財・技術取得のための買収（研究開

発投資）

３．人材獲得のため買収（人的投資）

４．相手先のシステム取得のための買収

（ソフトウェア投資）

国内での買収【回答社数：164社】

海外での買収【回答社数：98社】
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３．成長市場開拓の取り組み－１

図表3-1-1 中期的な市場開拓や新規事業への取り組みについて

（構成比、％）

図表3-1-2 成長市場開拓の取り組み具体事例

業種 国内 海外

製
造
業

化学
医療関連、ライフサイエンス、エレクト
ロニクス分野

ヘルスケア事業、アグリソリューション事
業

一般機械
金属３Ｄプリンタ、医療用センサー、ＩＣ
Ｔ／ＩｏＴ活用製品

金属３Ｄプリンタ、スマートシティ、水処理
事業分野

電気機械
ライフイノベーション、医療機器、自動
運転、車載分野

自動運転、車載分野、電力インフラ

輸送用機械
次世代自動車向け製品、二次電池関
連技術、物流エンジニアリング

社会インフラサポート、航空機座席製造、
エネルギー分野

非
製
造
業

運輸
統合リゾート事業、宇宙関連、アクセ
ラレータープログラム

海外都市鉄道の整備運営支援、ホテル
事業

卸売・小売
健康関連、電力小売、ネット販売事
業

海外Ｍ＆Ａ・事業投資、デジタル分野

建設／不動産
再生可能エネルギー事業、ホテル・
民泊、介護事業、農業

インフラ、廃棄物処理施設、ホテル事業

今後、取り組む予定 本業優先で、取り組む予定はない取り組んでいる

31 

33 

29 

9 

5 

11 

61 

61 

60 

0 20 40 60 80 100

全産業【1169社】

製造業【498社】

非製造業【671社】
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3,000

3,500
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4,500
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2016 17 18
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３．成長市場開拓の取り組み－２

図表3-2-1 航空機関連設備投資

(2017年度に航空機関連設備投資を実施した社数)

（注）航空機関連の設備投資を実施したが、他の投資の区分の関係等から金額は未回答の会社が13社。

化
学
・
繊
維

鉄
鋼
・
非
鉄
金
属

電
気
機
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３．成長市場開拓の取り組み－３

図表3-3 非製造業の成長戦略

（構成比、％）
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３．成長市場開拓の取り組み－４

図表3-4 非製造業 成長市場開拓/新規事業に取り組まれている場合、その位置付けや理由

（有効回答社数比、％）
（注）２つまでの複数回答

①中長期的に新たな収益の柱とするため

②事業多角化の一環

③株主・投資家の成長期待に対応

④他社に遅れをとらないため

⑤既存の中核事業の収益力が低下傾向にあるため

⑥既存事業とのシナジーが見込まれるため

⑦今後の高い成長が見込まれるため

⑧社員の雇用機会を確保するため

⑨その他
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【回答社数：358社】
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３．成長市場開拓の取り組み－５

図表3-5 非製造業 訪日外国人数増加の事業への影響

（構成比、％）
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３．成長市場開拓の取り組み－６

図表3-6-1 非製造業 訪日外国人増加への対応

（有効回答社数比、％）
（注）訪日外国人数増加が事業に影響を与えると回答した企業のみを集計

２つまでの複数回答

①来客数・販売数量増に伴う設備の増強

②来客数・販売数量増に伴う人員の増強

③他社や自治体等との連携強化

④外国人向けの新製品やサービスの検討・開発

⑤外国語対応強化

⑥訪日外国人の取り込みのための
宣伝・ＰＲの強化

⑦特段対応はしていない

⑧その他

図表3-6-2 非製造業 東京オリパラ以降の訪日外国人数の見通し

（構成比、％）
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４．ＥＳＧへの取り組み－１

図表4-1-1 ＥＳＧに取り組む必要性の有無

（構成比、％）

図表4-1-2 ＥＳＧに取り組む背景

（有効回答社数比、％）
（注）２つまでの複数回答

①ESG投資の拡大

②株主からの要請

③取引先からの要請

④従業員への配慮

⑤リスク管理

⑥広報・ブランディング戦略

⑦その他
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【製造業494社】
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４．従業員への配慮

５．リスク管理

６．広報・ブランディング戦略

７．その他

全産業【1025社】

製造業【445社】

非製造業【580社】
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４．ＥＳＧへの取り組み－２

図表4-2 ＥＳＧへの取り組みとして重視する側面

（有効回答社数比、％）
（注）２つまでの複数回答

①環境

②人権配慮

③人材育成

④健康経営

⑤コーポレート・ガバナンス

⑥リスク管理

⑦SDGｓなどの国際動向

⑧社会貢献

⑨その他
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８．社会貢献

９．その他

全産業【1032社】

製造業【450社】
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４．ＥＳＧへの取り組み－３

図表4-3 ＥＳＧ課題特定における社内体制

（有効回答社数比、％）（注）２つまでの複数回答

①テーマごとに各部門で担当

②CSR部門が担当

③広報・IR部門が担当

④経営企画部門が担当

⑤社内横断的な
協議・推進体制がある

⑥取締役会等、経営層による
協議体制がある

⑦その他
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５．社内横断的な協議・推進体制がある

６．取締役会等、経営層による協議体制がある

７．その他
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